
平成２５年度 事業推進概要

（平成２５年４月１日～平成２６年３月３１日）

【事業推進概要】

公益財団法人京都府暴力追放運動推進センターは、府民の皆様と協力

して暴力団等反社会的勢力の社会からの排除、弱体化に取り組んできま

したが、 暴力団等反社会的勢力は組織を隠蔽し、新たな資金源の開拓、

既存の資金源の確保等組織の生き残りをかけながらも、府民にけん銃を

向けるなど本来の暴力性は失わず不安と恐怖感を与えており、みなさま

が期待している安全で住みよい社会の実現には、未だ至っておりません。

このような現状を厳しく受け止め関係機関、団体等の連携強化を図り、

不当要求防止責任者講習、暴力相談等の充実に努め事業活動である広報、

支援活動等各機能を十分に発揮し、府民の皆様からの信頼が高まる公益

財団法人京都府暴力追放運動推進センターになるよう平成２５年度の事

業活動に取組んできました。

尚、京都府暴力追放運動推進センターは、暴力団対策法の改正、施行

に伴い、平成２６年２月２７日国家公安委員会から適格都道府県センタ

ーの認定を受け、暴力団事務所使用差止請求が可能になりました。



平 成 ２ ５ 年 度 事 業 報 告

１ 広報啓発活動

(1) 広報資料等の作成配布

○ 「京都府民だより」に登載

○ 犯罪被害者支援リーフレット等に登載

○ 「暴追センター会報」の作成 （３００部)

○ パンフレット・ビデオ・暴排グッツの作成配布・貸出

○ 京都駅前電光ニュース放映掲示板に暴力排除広報

○ 地下鉄京都駅デジタルサイネージを利用した「京都府民大会」の電照

広告

○ 京都駅地下（通称コトチカ）広場設置の電照広報を利用した暴力団等

反社会的勢力排除を目的としたデジタルサイネージ利用の広報

○ 京都市営地下鉄に電照看板の設置（２ヶ所 １年契約）

「京都駅・丸太町駅」

○ 地下鉄「ドアちかハンディマップ」に掲載 （１０万部）

○ マスコミ媒体を活用した新聞掲載等

・ 産経新聞「近畿の警察官表彰」記事に伴う暴力追放広報

○ 各事業所に「暴力追放看板」配分 （６台）

○ 責任者講習受講者用配付資料（パンフレット等）

・ 不当要求防止責任者教本 （１,５００部）
・ 公務員対象冊子「行政対象暴力の現状と対策」 （１,５００部）
・ 企業対象冊子「企業対象暴力の現状と対策」 （１,５００部）
・ 一般対象冊子「暴力団情勢と対策」 （１,５００部）
・ 共通一般パンフレット「民暴相談のしおり」 （１,５００部）

○ ビデオテープ等

・ 鉄の砦 ＤＶＤ ２巻

・ あなたならどうする「そのひと言」が分かれ道 ＤＶＤ ２巻

・ 排除の分かれ道 ＤＶＤ ５巻

○ ポスターの作成配布

・ 暴追標語入２０１４年カレンダー （５５０部）

・ 広報用ポスター ３種類 （各３００部）

チラシ４種類 （各１,０００個）
○ 広報用「暴排ノベルティ」の「お香」２種類配布 （各５００個）

○ その他

・ 不当要求防止責任者選任事業所門標（プレート） （１,０００部）
(2) 行政機関、団体等の発行する広報誌紙等への掲載依頼

京都府発行の「府民だより」・各市町村発行の広報紙、犯罪被害者支援リ

ーフレット等への機関誌などの機会を捉えて、「府民大会の開催」「よろず

相談（舞鶴）」など事業内容の掲載を依頼し、センター事業の普及宣伝に努



めた。

(3) 暴排資料の配布等

京都府・京都市暴排条例施行に伴い、暴排ビデオ・のぼりの貸出しやパ

ンフレット・チラシ・暴排グッツ（ウェットティッシュ等）を地域・職域

研修会及び各種会合等において、配布するなど広報啓発活動に努めた。

(4) 「みんなの力で暴力・違法銃器追放」京都府民大会の開催

１０月２日、「京都テルサホール」において、府内の市町村・各暴力追

放対策協議会メンバー・企業及び暴力団排除活動に熱意のある一般市民等

約７００名の参加を得て、第１部の式典「表彰・大会宣言等」と第２部の

犯罪被害者遺族による「犯罪被害に遭って、今、思うこと」の講演を催し

た。

(5) 各地域・職域「暴力追放大会」等への参加と支援活動

地域・職域暴力対策協議会設立及び自治体の暴追大会、総会、研修会等

には専務理事、上原事業課長が可能な限り積極的に参加し、京都府警察本

部組織犯罪対策第二課と連携のもと暴力排除講演・資料の提供等の支援を

行うとともに暴排意識の高揚に努めた。

(6) 主要な行事等参加支援状況

○ 第３６回京都地区企業防衛対策協議会総会 （４月）

○ 北地区暴力対策協議会総会 （４月）

○ 京都地区企業防衛対策協議会総会 (４月）

○ 京都府建設業協会総会 （５月）

○ 京田辺・綴喜暴力追放対策部会 （５月）

○ 桂川地区不当要求防止対策協議会総会 （６月）

○ 下京地域暴力対策協議会総会 （６月）

○ 東山地域暴力犯対策協議会総会

○ 亀岡市暴力追放協議会総会 （６月）

○ 京都府銀行警察連絡協議会役員会総会 （６月）

○ 暴力等反社会的勢力暴排協議会（警備業）総会 (６月)

○ 第３５回少年を明るく育てる京都大会 （７月）

○ 京都府自動車販売店暴力対策協議会総会 （８月）

○ 京都府生命保険警察連絡協議会 （８月）

○ 京都府証券警察連絡協議会総会 （８月）

○ 京都府建設業暴力追放協議会総会 （９月）

○ 西京暴力追放推進協議会総会 （９月）

○ 桂川地区不当要求防止対策協議会総会 （11月）

○ 京都府行政書士会暴力排除対策協議会 （１月）

○ 京都府旅館ホテル暴力追放運動推進協議会総会 （１月）

○ 山科・醍醐暴力対策協議会総会 （２月）

２ 組織活動の支援

(1) 大会、総会、研修会等を通じての支援



全国暴力追放運動中央大会（１１月）に参加した他、地域・職域暴排組

織が開催する各種暴排協議会等に専務理事・上原事業課長が積極的に参加

し暴排講演・配布資料提供等の支援を行った。

また、各業界に対して「暴力団の介入を防止するため（暴排条項）」の冊

子等を組織支援活動の一環として関係各社に配布した。

(2) 不当要求防止責任者に対する支援

新しく選任された不当要求防止責任者講習については、対応要領等を身

につける絶好の機会であることから、受講者と関連のある理解しやすい事

例を選び、ビデオ・ロールプレイング式講習を行った他、民暴委員会弁護

士による講演を行い、実際に取り扱う個々の事案について個別に質問が寄

せられた場合には、その都度具体的な指導と支援を行った。

(3) 京都府暴力追放功労表彰(１０月２日京都テルサホール於)

○ 京都府暴力追放功労表彰

「みんなの力で暴力・違法銃器追放京都府民大会」において、地域、

職域で、暴排活動を積極的に推進し、多大な功労があった。

個人

・ 京都府自動車販売店暴力対策協議会 会長 森川 莫臣 氏

・ 下鴨暴力追放協議会 会長 城守 茂右衛門 氏

に、京都府暴力追放運動推進センター会長（京都府知事）からの表彰状

が授与された。

○ 近畿ブロック暴力追放運動推進センター連絡協議会表彰

近畿地区において特に功労があり、その活動の模範となる団体及び個

人に贈られる表彰であり、

団体

社団法人京都電業協会暴力排除対策協議会

に近畿管区警察局長と近畿ブロック暴力追放運動推進センター会長であ

る大阪府知事の連名表彰状が授与された。

(4) 賛助会員等に対する反社会的勢力からの被害防止セミナーの開催

賛助会員等対象に、平成２５年７月２９日「京都ガーデンパレス」にお

いて開催し、「反社会的勢力対策」「暴力団等の情勢」をメーンテーマに京

都弁護士・京都府警察組織犯罪対策第二課長・当センター事務局長による

講演を行い、「身近な反社会勢力問題から」のパネルディスカッションを

行い、書籍「反社会的勢力対応の手引」等配布した。

３ 相談活動

(1) 相談所の開設

○ 常設相談所

センター事務所において、土・日・祝日を除く毎日、暴力相談を開設

（午前９時～午後４時まで）している。

○ 京都府下舞鶴市役所市民相談課主催の「困りごと相談所」を年４回開催



しており、舞鶴警察署員の応援を得て当センター相談員を派遣し

平成２５年 ５月２１日 舞鶴市西総合会館

平成２５年 ５月２２日 舞鶴市東公民館

平成２５年１１月１９日 舞鶴市西総合会館

平成２５年１１月２０日 舞鶴市東公民館

において「暴力相談所」設けて対応した。

(2) 相談活動状況

相談受理状況 ５０２件（前年同期対比 －１１５件）

電 話 ２４２件 （－１０１）
相 談 方 法

面 接 ２４３件 （－ １７）

インターネット等 １７ （＋ ３）

暴力団員 ２１件 （＋ ３）
対象別件数

右翼標榜者 ５件 （－ ３）

不 明 ４７６件 （－１１５）

暴力的不当要求行為 ８件 約 １.６％

刑法等の罪に関するもの ２件 約 ０.４％
相 談 内 容

暴力団事務所関係 ０件 約 ０％

離脱・加入強要等 ０件 約 ０％

その他 ４９２件 約９８.０％

(3) 相談活動等に対する広報

京都府・各市町村等発行の広報誌紙及びセンター発行の暴力相談チラシ

（３種）を配布し広報に努めた。

４ 少年対策事業

支援活動

７月７日、京都府立体育館で開催の「第３５回少年を明るく育てる京都大会」

主催（京都府少年補導連絡協議会）に協賛支援した。

５ 救済事業

(1) 見舞金等支給状況

種 別 件数 内 容

元暴力団員であった３９才男性は、元組事



務所から離れた京都市内に出て職を探すがな

離脱・就労支援 １件 く、生活費等経済的に窮しセンターに助けを

金の支給 求めてきた。同人は再就職の意思があること

から就職先模索するとともに必要経費２万円

を支援したもの。

(2) 見舞金等支給状況

暴力被害者救済基金への支援

藤武事件などの訴訟支援を受けた「暴力団被害者救済基金」へ１０万円を

支援した。

６ 研修活動等

(1) 暴力追放相談員研修会

平成２５年７月１７日、ＴＫＰ東京駅ビジネスセンターにおいて全国暴力

追放運動推進センターが主催する「暴力追放相談委員研修会」に参加した。

(2) 近畿ブロック暴力追放推進センター連絡協議会等

○ ９月２７日、に近畿管区警察局において連絡協議会の開催に参加し意見

交換等研修を行った。

(3) 他府県暴力追放大会等への参加

○ 近畿府県実施の暴力追放大会

・ 和歌山県 １１月１日 第２２回暴力追放県民・市民大会

（和歌山県民文化会館大ホール於）

・ 兵庫県 １１月６日 第２２回暴力追放兵庫県民大会

（神戸文化ホール於）

・ 大阪府 １１月８日 第２２回暴力追放府民大会

（大阪国際文化交流センター於）

○ 全国暴力追放大会等

・ 東京都 １１月２６日 平成２５年度全国暴力追放運動中央大会

（明治記念会館）

・ 岐阜県 ７月１２日 第２２回暴力追放岐阜県民大会

（長良川国際会議場メインホール）

○ 民事介入暴力対策大会

・ ７月１２日 第７８回民事介入暴力対策岐阜大会

（岐阜都ホテル）

・ １１月１日 第７９回民事介入暴力対策和歌山大会

（ホテルアバローム紀ノ国）

(4) 全国専務理事等研修会

２月１８日、ＴＫＰ東京駅ビジネスセンターにおいて全国暴追センターが

主催する「平成２５年度全国暴追センター専務理事等研修会」に参加し、研

修テーマについて意見発表を行った。

７ 受託事業



平成２３年度４月１日「京都府暴力団排除条例」施行に伴い、関連がある理

解しやすい事例を選び、ビデオ・ロールプレイング式講習を行った。

(1) 実施回数

平成２５年度 平成２４年度 前年同期対比

実施回数 ５８回 ５８回 ±０回

受講人員 ３,０７３人 ４,２７４人 －１,２０１人

(2) 講習種別と実施回数等

種 別 回数 (前年同期対比） 受講人員 （前年同期対比）

選任時講習 ２１回（－２２） １,１３１人 （－２,２６７）

定期講習 ３７回（＋２２） １,９４２人 （＋１,０６６）

臨時講習 ０回 （±０） ０人 （± ０）

計 ５８回 （±０） ３,０７３人 (－１,２０１）

センター発足後 ９５６回 ５４,０４１人

(3) 職業別受講人員

公 務 員 交通運輸 金融業等 そ の 他 計

４０２人 １５５人 ４４３人 ２,０７３人 ３,０７３人
（＋７７） （－１７０） （＋３２５）（－１,４３３）(－１,２０１)

凡例 （ ）は、前年対比

※ その他は、建設業等（建設・土木・電気業等）、小売業、飲食業、

行政書士、ホテル旅館等

(4) 使用教材等

○ 不当要求防止責任者教本(実務編・法令編・対応編）

○ 講習用資料パンフレット等

・ 民暴相談しおり ・ 行政対象暴力の現状と対策

・ 暴力団情勢と対策 ・ 企業対象暴力の現状と対策

○ 暴排ビデオ等の効果的活用

「不当要求の手口と対応（あなたならどうする？」 「解説 暴排条例」

「断絶」 「鉄の砦」

○ 受講修了書等の交付（配布）



・ 受講修了書（選任時講習受講修了書・定期講習受講修了書）

・ 「不当要求防止責任者選任事業所」プレート

８ その他

(1) 京都府警察・京都弁護士会・京都府暴力追放運動推進センターの各関係者

が、暴力団等からの不当な行為による被害を受け、またはおそれのある者か

らの相談等を受けた場合等において、三者間の適切な連携を図るため「民事

介入暴力事案等に対する連携についての協定（三者協定）」に基づき、平成

２６年１月８日三者協定研修会を開催した。

(2) 暴力団排除対策を推進する中、「暴力団員による不当な行為の防止等に関

する法律」の一部改正が行われ、「暴追センターによる組事務所使用差止請

求制度」(代理訴訟)の新設がさなれたことから、国家公務員から適格団体

としての認定を受けるため申請を行い、平成２６年２月２７日適格認定通

知を受けたものである。

(3) 暴対法、暴力団排除条例が施行され、組員等から「暴力団から脱退した

い」「暴力団をやめさせたい」など暴力団排除気運が高まる中、社会復帰の

一環として組織から離脱した者に対し就労支援等を行う事業に賛同する京都

府・京都保護観察所・刑務所・京都府警察等関係機関と連携し、「京都府暴

力団離脱・社会復帰対策協議会」（平成 26年 1月 30日）を設立した。


